
申請期間
（原則）

申請期間
（特例）

申請期間
（通常）

Ⅰ.インボイス制度早わかり

Q1

　2023年10月1日からスタートする、事業者が納める消費税額の
計算に関する新たなルールです。消費税の納税額の計算は「売上時
に預かった消費税－仕入や経費で支払った消費税」（原則課税）が原
則ですが、受け取った請求書や領収書がインボイス（＝適格請求書
等）でないと、その分の消費税を差し引けなく（仕入税額控除を受け
られなく）なります。

インボイス（=適格請求書等）とは?Q2

　従来の請求書や領収書に「登録番号」や「税率ごとに区分した消費
税額」などを記載したものです。登録番号をもらうには、国税庁に
インボイス制度への登録申請をして「適格請求書発行事業者」になる
必要があります。

どんな事業者も
インボイス制度への登録が必要?

Q3

　いいえ、任意です。選択している消費税額の計算方法や取引先と
の関係性などによって、登録しないほうがトクな事業者もいます。
ただし、個人事業主も含め、登録しないと不利益を被る事業者のほ
うが多いと予想されます。

Q4

　原則課税（Q1参照）を採用している場合、適格請求書でないと仕
入税額控除を受けられなくなるため、納税額がその分増えます。一
方、簡易課税（P.22）を選択している事業者や免税事業者（P.20）は
影響を受けません。

発行した請求書や領収書が適格請求書の
要件を満たしていないとどうなる?

Q5

　Q4のとおり、請求書を受け取る側（売上先）が原則課税を採用し
ている場合、消費税の納税額が増えることになるため、取引を打ち
切られる可能性があります。

受け取った請求書や領収書が適格請求書の
要件を満たしていないとどうなる?

インボイス制度とは?

&
Q A

制度を理解して、登録申請すべきかどうかの判断が大切!

インボイス制度の登録申請・開始スケジュール

登録申請
開始

2021/10/1 2023/3/31

インボイス制度
開始

2023/10/1 2029/10/1

事前申請
2023/10/1から
インボイス制度適用

通常申請
登録日から

インボイス制度適用

申請に遅れた理由を
明記する必要がある

その他の関連する届出
や仕入税額控除につ
いての経過措置あり

2 3
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002

　消費税を負担するのは消費者ですが、国に税金を納める「手続き」
部分を担うのは事業者です。消費者がモノやサービスの対価として
支払っている消費税は、事業者が一時的に預かり、最終的には納税
義務者として国に納税します。
　製造業者と小売業者間の取引など、事業者同士の取引についても
各過程で消費税がかかります。ただし、これは売手が価格に消費税
を上乗せして順送りしているだけで（「転嫁」といいます）、最終的
にはやはり消費者が負担することになります。
　この転嫁の過程で二重、三重に重ねて消費税を課税しないように、
各事業者は売上にかかる消費税額から、仕入れにかかる消費税額を
差し引いた額を納税します。
　右図の例でみると、この差し引きが行われない場合、原材料製造
業者から小売業者まで、それぞれが受け取った消費税（①～④）の
合計は 24,000 円になります。最終的に消費者が負担した消費税は
10,000 円ですから、消費税をとりすぎていることがわかります。
　一方、税が重複しないように差し引きすると、小売業者は消費者
から預かった 10,000 円の消費税から、仕入れにかかった 7,000 円の
消費税を差し引いた 3,000 円を納税。同様に卸売業者が 2,000 円、完
成品製造業者が 3,000 円、原材料製造業者が 2,000 円を納税すること
になります。
　そして、これらの消費税額を合計すると 10,000 円となり、消費者
が負担する消費税額と一致することになります。

消費税を納めるのは消費者ではなく事業者

消費者はじつは消費税を
納税していない

消費税

売上
消費税❶

20,000
2,000

❶ 2,000原材料製造業者
（生産業者）

取引

申
告
・
納
付

まとめ □ 消費税を負担するのは消費者、納税義務者は事業者
□ 生産や流通の過程で重複して課税されない仕組みがある

出典：国税庁サイト「消費税のあらまし」を参考に作成

※消費税率10％で計算／単位：円

納税額 Ａ

売上
消費税❷
仕入
消費税❶

50,000
5,000
20,000
2,000

❷－❶ 3,000
完成品製造業者

申
告
・
納
付

納税額 B

売上
消費税❸
仕入
消費税❷

70,000
7,000
50,000
5,000

❸－❷ 2,000
卸売業者

申
告
・
納
付

納税額 C

売上
消費税❹
仕入
消費税❸

100,000
10,000
70,000
7,000

❹－❸ 3,000
小売業者

申
告
・
納
付

納税額 D

支払総額

各事業者が個別に納付した消費税の合計

    2,000 +      3,000 +      2,000 +      3,000 ＝  10,000

110,000

消費者

消費者が負担した消費税

A B C D

10,000

消費税の負担と納付の流れ
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まとめ □ 不特定多数の人と取引をする業種は「適格簡易請求書」でOK
□ 割引、返品、販売奨励金には「適格返還請求書」を発行

発行者の氏名または名称

受領者の氏名または名称

取引
年月日

取引
金額

取引
内容

軽減税率の
対象品目である
旨の表記

税率ごとに区分して
合計した対価の額
および適用税率

税率ごとに区分した
消費税額等

登録番号

008
適格請求書に必要な記載事項

　前項でインボイス制度の正式名称は「適格請求書等保存方式」で
あるとお話ししました。インボイスとは、この適格請求書のことで、
“適格”とは、法律で定められた資格（要件）を満たしていること
を指します。つまり、インボイス制度のルールに則った請求書や領
収書等の発行・保存が適格請求書等保存方式ということになります。
　では、適格請求書はどんな要件を満たす必要があるのでしょうか。
前提として、適格請求書を発行するには、税務署に適格請求書発行
事業者の登録申請をしなくてはなりません（P.34 参照）。そのうえで、
従来の区分記載請求書（P.24 参照）の項目に加え、「適用税率」「税
率ごとに区分した消費税額等」「登録番号」を記載します。
　ただし、小売業や飲食業、タクシー業など不特定多数の人と取引
をする事業者には、これよりももっとシンプルな「適格簡易請求書（簡
易インボイス）」の発行が認められています。簡易インボイスでは「書
類の交付を受ける事業者の氏名または名称」が省略できます。レシー
ト（領収書）を想定してもらえればわかりやすいでしょう。また、
適格請求書では必要となる税率と消費税額の記載がどちらか１つで
よいことになっています。
　このほか、一度売り上げた商品が返品されたときや、売上割引、
販売奨励金などが発生したときに発行する「適格返還請求書（返還
インボイス）」があります。返品や値引きなどの年月日を「〇月中」
や「〇月〇日～〇月〇日」のように、一定期間まとめて記載するこ
とが認められています。

適格請求書、適格簡易請求書、適格返還請求書

インボイス制度の請求書には
３つのタイプがある
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まとめ □ 取引先がBtoBか、BtoCかで判断が分かれる
□ 免税事業者は益税がなくなり消費税の納税義務が発生する

BtoB事業者

あり なし

売上先が原則課税で仕入税額控除を受けている

適格請求書発行
事業者になるメリット

受けている 受けていない

ただし、新規顧客の
開拓などでは不利に

BtoC事業者

客層の割合

適格請求書発行
事業者になるメリット

ビジネスでの
利用者が多い

一般客が
ほとんど

デメリットのほうが大きい場合も

あり
課税事業者の場合

あり
課税事業者の場合

なし
免税事業者の場合

売上や利益への
影響次第

免税事業者の場合

018
「適格請求書発行事業者に登録するメリット」判定チャート

　売上先（買手）が適格請求書を望むのは、原則課税（P.22 参照）
で仕入税額控除を受ける場合に必要だからです。見方を変えれば、
売上先が原則課税でないところばかりであれば、売手側が適格請求
書発行事業者になる意味はなくなります。
　BtoBでは、適格請求書を必要とするところが多いでしょう。もち
ろん、売上先がすべて簡易課税（P.22参照）を採用していれば、適格
請求書発行事業者になる必要はありません。しかし、原則課税のと
ころが一社でもあれば、その会社との取引は停止になる可能性があ
ります。また、新規顧客を開拓するような場合にも不利になること
は否めません。
　一方、売上先が一般消費者中心の飲食店や小売店、タクシー業な
どBtoC事業者では、適格請求書発行事業者の登録申請をするかど
うかは各事業の実態で判断します。たとえば、高級レストランや料
亭など、会社の接待などで利用されることが多ければ、適格請求書
発行事業者になるかどうかの検討が必要です。
　逆に同じ飲食店でも、立ち食い蕎麦屋のような業態の場合、適格
請求書（適格簡易請求書）を求められることはほとんどないでしょう。
さらに免税事業者であれば、むしろ適格請求書発行事業者になると、
益税（P.30 参照）を得られなくなるぶん損をします。
　このように登録申請するか否かは、適格請求書を発行できない場
合にどれくらい売上や利益に影響するかを中心に、経理作業の負担
や将来展望なども考え合わせて判断しましょう。

消費税の納税負担と事務手続き増を考慮して判断

適格請求書発行事業者の申請を
しないほうがいい事業者もいる？
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まとめ □ 申請書の用紙は共通だが、個人事業主と法人、免税事業者と
　 課税事業者で記載内容や記載欄に違いがある

※この申請書は2023年9月30日までに申請する場合の書式です。

免税事業者の個人事業主が
課税事業者を選択して、2024
年からの登録を希望する場合
は、「令和6年1月1日」と記載

2023年10月1日
を希望する場合
は記載不要

✔❶

✔❷

用紙ではなく、e-Taxからも登録申請できる
（e-Taｘを初めて利用する人は「利用者識別番号の取
得」など事前準備が必要）

登録内容 提出書類 法人個人
事業主

適格請求書発行事業への登録 適格請求書発行事業者の登録申請書 ○

○

○

○

○

○

‒

‒

○

‒

消費税簡易課税制度選択届出書
（P.80参照）

適格請求書発行事業者の公表事項の
公表（変更）申出書（P.82参照）

簡易課税を選択

オ
プ
シ
ョ
ン

屋号を公表

適格請求書
発行事業者
公表サイト
への掲載

所在地を公表

外国人の
通称や旧姓を
併記して公表

住民票の写し

法人のみ記入

個人事業主のみ記入

027
「適格請求書発行事業者の登録申請書」の記載ポイント

適格請求書発行事業者の登録に必要な書類一覧

　「適格請求書発行事業者の登録申請書」（国内事業者用）の書式は
個人事業主も法人も共通です。2枚用紙があり、1枚目は住所・所
在地、納税地、氏名等を記載するほか、現在（消費税の）課税事業
者か免税事業者かをチェックします。前記「納税地」は、個人なら
自宅住所、法人は本店または主たる事務所の所在地となるため、通
常は「同上」と記載します。なお、法人は「氏名又は名称」「所在地」
は必ず登記情報と一致させること。法人番号の記入も必要です。
　2枚目は、1枚目でチェックした免税事業者か、課税事業者かで
記入欄が異なります。免税事業者の記入では、まず 2023年10月
１日から適格請求書発行事業者の登録を受ける場合は通常、右図❶
にチェックします。すでに「消費税課税事業者（選択）届出書」を
提出している、あるいは登録申請書と一緒に提出する人が、課税期
間の初日から適格請求書発行事業者の登録を受ける場合（P.84 参照）
には、右図❷にチェックします。たとえば、免税事業者の個人事業
主が 2023 年末までは今までどおり免税事業者として過ごし、消費
税課税事業者選択届出書を提出して 2024 年 1 月 1日（課税期間の
初日）から適格請求書発行事業者の登録を希望するような場合には
右図❷にチェックします。
　課税事業者の記入については「はい」「いいえ」に答えるだけです。
そのうちの「納税管理人」は、海外在住で国内に住所のない個人事
業主や、本社や事務所が国内にない法人などの代わりに納税義務を
果たす人のことですから、ほとんどの人は「いいえ」となります。

2022年4月の消費税法改正で申請書の書式に変更あり

 「適格請求書発行事業者の
登録申請書」の記載ポイント
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まとめ □ 簡易課税を選択したら、仕入先にも積極的に知らせる
□ 簡易課税と免税事業者の組み合わせは、双方にメリットがある

適格請求書
仕入税額控除  可

適格請求書
発行事業者

免税事業者

適格請求書

区分記載請求書

適格請求書
発行事業者

請求書

免税事業者

仕入先としての
区別なし

発注先が簡易課税の
場合、適格請求書発行
事業者に登録申請して
も、同じ仕入先の扱い
に（＝メリットなし）

請求書としての
区別なし

「売上時に預かった消
費税×みなし仕入率」
により仕入税額控除可
（受け取った消費税と
は無関係）

簡易課税であることを積極的に開示したほうが、仕入先の
免税事業者の選択肢は広がり、関係の持続化につながる

発注先、仕入先ともにメリットが望めるため、基準期間（前々年ま
たは前々期）の課税売上高が5,000万円以下（P.80参照）で、特に
免税事業者からの仕入の多い事業者は検討を。

原則課税

簡易課税

区分記載請求書
仕入税額控除  不可

035
簡易課税を選択すると、
仕入先が課税事業者でも免税事業者でも同じ扱いに

　前項のとおり、簡易課税を選択すると、適格請求書と区分記載請
求書を区別せずに済みます（P.14 の非課税取引や不課税取引の区別
も不要）。言い換えれば、取引先が適格請求書発行事業者かどうか
を気にする必要がありません。そこには免税事業者も含まれます。
　原則課税では、免税事業者から仕入れた場合、適格請求書を発行
してもらえないため、その分、消費税を余計に納めることになります。
しかし、簡易課税では、「売上時に預かった消費税額（＝自分が請
求した消費税額）×みなし仕入率」で仕入控除税額を計算するため、
仕入先が免税事業者であってもなくても同じです。よって、免税業
者からの仕入について値下げしてもらうなど、仕入条件を見直す必
要がなくなります。
　免税事業者にとっては、取引条件が変わらないのであれば、適格
請求書発行事業者に無理になる必要がなくなるため、益税を得られ
るメリット（P.30 参照）をすべて手放さずに済みます。単純計算で
約８～ 10％の利益が減少するという死活問題ともいえる痛手を被ら
ずに済みます。
　このようにお互いにメリットがあるので、簡易課税を選択した場
合には、その情報を積極的に仕入先にも知らせましょう。知らずに
適格請求書発行事業者になってしまうと、原則、登録日から 2年後
の日付が属する課税期間の末日まで免税事業者に戻れません（P.76
参照）。逆に適格請求事業者になるか迷っている免税事業者は、登
録申請する前に取引先が原則課税なのか確認しましょう。

簡易税制は免税事業者との関係の持続化にも有効

仕入先に免税事業者が多ければ
簡易課税の選択で双方にメリット
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まとめ □ 消費税額の端数処理は１請求書あたり、各税率の合計額に1回行
　 うルールで統一

請求書
株式会社〇〇御中 〇年〇月〇日

株式会社△△

※は軽減税率対象
登録番号: 

T1111111111111
日付 品名 税抜金額 消費税額
10/1 タマネギ※ 6,958 556
10/1 ニンジン※ 6,006 480
10/2 ビール
10/5 割り箸

数量
142
77
72
7

単価
49
78
249
327

556.64を端数処理

480.48を端数処理

1792.8を端数処理

228.9を端数処理

8％対象計
10％対象計 20,217 2,020

❶個々の商品ごとに消費税額を計算（その都度端数処理）

17,928 1,792
2,289 228
12,964 1,036

インボイス制度
開始後はNG！

請求書
株式会社〇〇御中 〇年〇月〇日

株式会社△△

※は軽減税率対象
登録番号: 

T1111111111111
日付 品名 税抜金額 消費税額
10/1 タマネギ※ 6,958 －
10/1 ニンジン※ 6,006 －
10/2 ビール
10/5 割り箸

数量
142
77
72
7

単価
49
78
249
327

1037.12を端数処理

2021.7を端数処理

8％対象計
10％対象計 20,217 2,021

❷税率ごとに税抜金額を合計後、消費税額を計算

17,928 －
2,289 －
12,964 1,037

インボイス制度
開始後はこちらで

一本化！

046
端数処理方法の違いによる請求金額の違い

　インボイス制度の導入によって、消費税の端数処理のルールが統
一されます。
　これまでは消費税の計算で生じた小数点以下の端数処理について
は、「品物や項目ごとの消費税額（右図❶）」「請求書単位で税率ご
とに合計した売上金額をもとに計算した消費税額（右図❷）」のい
ずれかに対して行っていました。しかし、2023 年 10 月 1日のイン
ボイス制度開始後は、❷の端数処理の方法で統一されます。すなわ
ち、請求書の税率ごとに１回の処理で済ませるということです。
　そのため、現在、❶の計算方法で品目や項目ごとに消費税額の端
数処理を行っている場合は、適格請求書発行事業者になるタイミン
グに合わせて請求システムを変える必要があります。計算方法の違
いによって、消費税額が違ってきます。
　また、毎日納品を行う事業者が、日々の納品書と月に 1回に発行
する請求書を組み合わせて適格請求書としているなど、複数の書類
を組み合わせて適格請求書の要件を満たしているケースでは（P.62、
124 参照）、1日分の納品書ごとに端数処理することができます。
　取引量や取引回数がよほど多くない限り、❶から❷に計算方法の
変更をし忘れても、消費税額の違い自体はわずかです。しかし、❶
の計算方法による請求書では、相手は仕入税額控除が行えないため、
気づいた時点で請求書を再発行しなければならなくなります。日々、
請求書を発行するような業種では、膨大な数の請求書を再発行しな
ければならなくなるため、くれぐれも注意しましょう。

端数処理は適格請求書１枚あたり、税額別に1回だけ

消費税の端数処理のルールが
統一される




